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１　本稿の目的
　本稿の目的は、2009年のリーマンショックに
端を発する世界的な不況下にあって、日本企業の
採用・雇用管理の現状についてヒアリングによる
事例分析を試みることである。企業の採用・雇用
管理に関しては、これまでも、大卒新入社員の採
用、配置・定着対策の実態を探った佐藤（2003）
のほか、募集・採用方法が多様化する中での新卒
採用の位置付けを分析した小笹・榊原（2005）、
新規学卒労働市場の現状を企業の採用行動の視点
から大量サンプルで解明した原（2005）、また日
本企業の新卒採用行動を体系的に把握する枠組を
構成した尾形（2007）などがあり、最近では永
野（2007）が景気回復後の企業の採用行動を明
らかにしている。これらはいずれも企業の採用行
動及び初期キャリア管理について有意義な知見を
提供しているが、しかし今回のような景気後退下
において日本企業がいかなる採用行動をとるのか
についての解明は必ずしも十分ではない。
　以上のことがらを念頭に置きながら、本稿では、
以下の順序で表記テーマにアプローチすることに
したい。
　第 1は、分析枠組みの構成である。採用とは一
般に欠員を満たすことを目的に、応募者プール（＝
母集団）を形成し、採用するまでの組織活動を指
し、採用活動はさらに、①「どのような能力を持っ
た人材を」（能力要件）②「何人採用するか」（採
用人数）③「どのようなヒトを対象に募集するか」
（募集対象）④「どのような方法で募集するか」（募
集方法）⑤「どのような方法で選抜するか」（選
抜方法）⑥採用（雇用関係締結）からなる（今野・
佐藤 2002）。本報告でも、こうした採用管理の枠
組みを用いるが、とくに②に関連して採用計画策
定プロセス、及び採用後の定着状況をみるために
初任配属から初期キャリア管理までを視野に入れ
た枠組みを構成する。
　第 2に、以上の分析枠組みで把握された現状を
分析し、加えて対象企業の業種の別（例えばメー
カーと流通など）、あるいは日本企業・外資の別
といった企業属性の別、さらには採用戦略の別な
どによって採用─初期キャリアまでの現状にいか
なる差異がみられるのか、さらに差異がみられる
とすればどのような要因が考えられるのか、につ
いて考察する。その際に、次の 2つの分析視点を
設定し、事例調査について考察を加える。すなわ
ち、①採用管理をめぐる視点の長さ──つまり短
期的（もしくは財務）視点と長期的（人材）視点
──及び②採用管理をめぐる視野の包括性──つ
まり部分（もしくは部門）最適と全体（全社）最
適──の 2つの視点である 2）。
　本稿の構成は以下の通りである。続く第 2節で
は、調査企業事例の概略と全体の傾向を述べる。
第 3節と 4節では、二つの分析焦点から企業の採
用行動を議論する。第 5節では、まとめと課題を
述べる。
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２　調査概略と全体傾向
（1）企業事例
　2009年 2月から 2009年 8月頃までのヒアリン
グ調査の対象となった企業の属性と採用、定着
状況などについて簡潔に整理したものが表 1であ
る。
（2）主な事実発見とその整理
　上記した表 1の事例調査の概要から以下の点が
指摘できるだろう。
　第 1に、採用と初期キャリアの在り方に関して、
業種の別や外資─日本企業の別、あるいは採用に
関して企業内で人事部に付与されている権限の程
度などによって差異がみられる点である。すなわ
ち＜人事部の関与が強い＝新卒採用して定着をは
かり長期育成する＞（事例 1～事例 11）タイプ
があり、その対極には＜人事部の関与が弱い（つ
まりラインへの移譲を進めている）＝中途即戦力
志向かもしくは長期内部育成の必要性の薄い＞タ
イプ（事例 14）、もしくは定着のやや低い中小企
業（事例 13）がある。そしてその中間には＜中
途採用から新卒採用へのシフトをはかっている＞
タイプ（事例 12）というおおまかな三つのタイ
プを類別することができる。
　第 2に、不況下におかれているとはいえ、大半
の企業で採用を行なっており、しかも（事例 13
と事例 14を除けば）いずれの企業でも新卒採用
を行なっている点である。これは新卒採用の極端
な抑制はその後の社内年齢構成を歪める、という
バブル経済崩壊以後の日本企業の「苦い」経験が
作用しているのかもしれない 3）。なおこの点は後
にまた考察する。
３　Discussion（1）―短期（財務）と
長期（人材育成）の分析焦点
　本節と 4節では、具体的な企業事例の調査結果
を分析するために 2つの視点から事例調査の結果
について考察を加える。第一の分析焦点は、短期
と長期の対立であり、第二の分析焦点は、ライン
とスタッフの対立である。なお、第 1の分析焦点
は本節で、また第 2の分析焦点は 4節でそれぞれ
考察する。
（1）短期と長期
　新卒採用の企業内意思決定をする際、2つの異
なる機能の間の調整が必要になる。一つは人件費
を調整し短期の財務を安定化する機能である。新
規採用を増やせば、総人件費は増えるのである。
また、新卒採用は、採用後一定期間は仕事ができ
ない上に、社員教育にも費用が掛かる。企業内の
意思決定において、短期の財務を重視すれば、採
用人数を絞り込む傾向があろう。図 1に示したの
は、短期・中期・長期の概念図である。例えば、
業績が低下している短期を想定した場合、この時
期採用数を減らせば、企業財務の悪化は抑制され
るであろう。
　一方、企業業績が変動し、中期的には業績が回
復することを見推せば、短期業績に反応し、無計
画に採用数を変動させることは問題である。さら
に、業績変動とは別に長期的には年齢構成などを
考慮して採用を計画的に行なわないと、社員の高
齢化が進み、技能継承問題などが起こる可能性も
ある。すなわち、業績変動に左右されない中長期
的な採用計画が求められている。
　もちろん、将来の業績は予測が難しいので、短
期の財務を重視するか、長期の人材を重視するか
図 1　短期・中期・長期の概念図
資料出所）筆者作成。
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は、現時点の企業内外の将来展望に基づく。それ
ゆえ、社内意思決定では簡単に結論が出ず、常に
交渉や調整を繰り返していると言えよう。
　企業において短期の財務を担うのは、財務部、
もしくは経営企画・戦略部門などである。役員が
財務の視点から採用活動に意見をすることもあ
る。他方、長期の視点から採用活動を行なうのが、
人事部である。彼らは、採用だけでなくその後キャ
リア開発を視野に入れて採用計画を立てている。
そもそも採用活動では、毎期優秀な人材を獲得で
きるわけではない。採用担当者に裁量権があれば、
採用活動の過程で優秀な学生が採れそうな場合、
目標採用数よりも多めに採用することもある。一
方、内定者辞退がでると、採用の目標値を下回る
ことがある。もちろん、辞退が出た時点で採用活
動を再開すればよいが、再度宣伝活動から始める
のは、時間も費用も掛かるので、未補充が選択さ
れることもある。図 2に示したのは、採用の裁量
権を図示したものである。
　要するに、採用活動は時間軸に沿って 2ステッ
プの調整に分けられる。第一に採用目標数の決定
に短期重視と長期重視の意見調整があり、その上
で目標数が決定した後に、採用担当者に与えられ
る採用人数の裁量権がある。
（2）事例分析
　続いて本項では、以上の分析焦点を踏まえて採
用活動において企業内意見調整が行なわれた 3社
の事例を分析しよう。
事例 7
①採用形態と採用実績
　事例 7は、従業員約 380名の新卒採用中心の会
社である。経営業績はリーマンショック後も安定
している。企業規模が拡大しているので、工場で
は中途採用を実施している。大学院・大学卒の社
員が 57％であり、高卒は工場中心に配属される。
採用者の定着率は高く、大卒・大学院卒の 3年目
離職率はゼロである。長期勤続の育成型の企業と
言えよう。
②採用スケジュール
　事例 7の採用スケジュールは、まず web 上の
エントリーが 3000名であり、その後実際に応募
書類まで提出するのは 245名である。245名を適
正検査＋能力テスト（SPI）で選抜し、179名ま
で絞る。特に理系採用は能力テスト重視である。
人事担当者 1名で一人 15分の面接を行ない、約
4割の 70まで絞り込む。その後、管理部長、副
本部長、人事担当者で一人 20分の面接した後に、
さらに管理部長、副本部長、人事担当者＋人事担
当重役が一人 20～ 30分の最終面接をして、内定
者が決められる。
③企業内調整
　採用予定人数は、取締役参加の会議において検
討されている。この会議には、4名の事業部長、
2名の取締役、1名の管理部門長が参加する。各
事業の募集希望は、まず各部門の業績が考慮され
るが、それだけでなく、会社全体の技能継承問題
も考慮される。2009年度の採用活動では、当初、
人事部には 10名の大卒の採用希望があったが、
その後取締役の意見を受けて最終的に 8名になっ
た。ただし、その後、採用活動の中で採用担当者
が優秀な大学生と会ったので、採用枠の拡大を主
張し、意見調整の過程で最終的に 10名になった。
事例 8
①採用形態と採用実績
　事例 8は、従業員約 5700名の新卒採用中心の
図 2　採用人数の裁量権
資料出所）筆者作成。
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会社であり、経営業績は安定している。また現在、
新規事業を展開しているので、その分野で技術者
の中途採用を行なっている。高卒採用者の 55％
は、プラントの運転である。1998年から一般職
の採用は中止し、長期雇用を前提に基幹職採用の
みを行なっている。1996、97年は、大卒採用は
なかったが、98年から再開した。2008年度は 50
名を採用し、2009年度は 60名を予定している。
②採用スケジュール
　事例 8の大卒採用のスケジュールは、web 上の
エントリーは 10000人であるが、会社説明会参加
は早い者勝ちで 1000名が選ばれる。その後、実
際にエントリーシートと試験（SPI）に参加するの
は 800名になる。学力重視の SPI を使って約 400
名に絞り込む。この 400名に対して、1対 1の面接
を 2回行ない、100名弱まで絞り込む。1回ごと
面接官は代わる。主な面接官は人事部以外の若手
社員であり、1回の面接は 30～ 60分である。そ
の後も 3回の面接が行なわれる。人事部 1名によ
る面接（30～ 60分）で 50～ 60名へ、人事課長に
よる面接（30～ 60分）で 25名～ 30名へ、最終面
接で人事部長、副部長、および書記（30～ 60分）
で 20名になる。
③企業内調整
　2008年 4月採用まで事務系 20名の新卒募集で
あっても、30名までは人事部の採用権の範囲内
であった。しかし、2009年 4月の採用より募集
人数の制限が厳しくなり、さらに内定辞退者がい
ても補充しないことになっている。人事部門の裁
量権は小さくなってしまった。現在、総合企画部
（社長直轄）がコスト・コントロールを担当して
いる。
　一方、人事部はラインの要望を調査によって把
握している。2009年度の場合、事務系 20名は妥
当であるが、技術系についてはライン要望と総合
企画部との間に意見対立が生まれた。ライン部門
の要望の合計は 60名であったが、実際の募集は
40名であった。総合企画部は、充分な人員である
と判断したが、ライン部門は「必要な人材がいな
い」という意見を持っていた。なお、採用決定後、
配属に関しては、本社人事、ライン人事が参加す
る新人の獲得会議があり、激しい交渉が行なわれ
る。
事例 9
①採用形態と採用実績
　事例 9は、従業員約 60000人の大企業である。
長期雇用を基盤とした新卒採用中心の企業であ
る。中途採用は少なく、新規分野の技術者に限っ
て中途採用の募集をしている。第二新卒採用も少
なく、第二新卒で採用されたとしても待遇は新卒
と同じである。採用活動は、大きく分けて総合職
（事務系・技術系）と現業職がある。もともと現
業職は高卒採用が中心であったが、その後 70～
80％が大卒になった。2001年まで高卒のみであっ
たが、急激に変更した。なお、景気変動の影響はほ
とんどない業界なので、採用人数の変動が少ない。
②採用スケジュール
　採用は、総合職と現業職では大きく異なる。総
合職は 4回も面接があるが、現業職はたった 2回
の面接である。事例 9は大企業なので、資料請求
だけでも 3万人（うち事務職のみだと 1万人）で
ある。エントリーシートの査定で志望者を 7000
名に絞る。その後、SPI を利用し、主に基礎学力を
みて選抜を行なう。現業職の場合、地域別に 30
分のグループ面接を行なって 3000～ 3200名に
絞り込む。その後、1対 1の個人面接を続けて最
終決定をする。
③企業内調整
　事例 9の採用計画は極めて厳密である。最初に、
各部門で全社員数（要員数）の予測分析を行ない、
募集人数を積み上げて全体の募集人員を計算す
る。人事部によれば、人員の過剰感はあるが、内
部労働市場内のミスマッチもあるので、中高年者
が多くても現場が回らないこともある。
　要員人数が決まった後に、定年退職者の人数を
考慮しながら採用募集人数を決定する。この時点
で企業内交渉が行なわれる。人事部は、現時点で
年齢構成は 45～ 60才に大きな塊があるので、年
齢構成を変えるためにも採用枠を広げたいと考え
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ている。「総人員は余っている」という意見に対
して、「欲しい人は足りない」と主張し、技能伝
承の問題を指摘することもある。以前、もともと
1400募集であったが、将来の人員構成問題を人
事部が会議で提示し、1700へ変更させたことも
ある。一方、経営会議（常務会）は総人件費管理
を考慮する。現在も採用段階において、100名以
内ならば目標値を上回っても問題ない。それゆえ
人事部の裁量権は大きいと言える。言い換えると、
募集以下になることはあり得ないと言える。
　以上 3つの事例からは、財務機能と人材育成機
能の対立と交渉が明らかになった。交渉の方法が
各社に違いがあるが、一方的に決めるのではなく
協議の場を設けている。3社を比べると、事例 8
で財務機能が強まっているが、人事部側の意見を
無視しているわけではない。事例 7と 9では、人
事部側の裁量権が確認された。むろん、事例 7の
裁量権を分析すると、人事側の独断で採用枠を拡
大しているのではなく、採用枠を広げる交渉をし
ていることがわかる。一方、事例 8では、内定辞
退者の補充をしないので、裁量権は縮小している
と言える。
４　Discussion（2）―ラインとスタッ
フの分析焦点
　もうひとつの分析焦点は、ラインとスタッフ（人
事）との関係である。この点について、表 1で大
まかに整理した企業から典型的な企業を 3社ほど
抽出し、①採用の主導権と採用プロセスでの考慮
事項、②採用後の配置や育成面での人事の関与、
といった点などについてさらに簡潔に要素を整理
したものが表 2である。
（1）事例 1＜人事部主導＝大卒新卒採用＝
長期内部育成＞の事例として
①募集から内定までのプロセス
　事例 1の 2009年 2月時点での正社員数は 1848
人、非正規社員は 958人。正社員の採用の現状は、
2008年 4月入社（事務 25人；技術 12人）、2009
年 4月入社（事務 25人；技術 10人）、2010年 4
月予定（事務 15人；技術 10人）となっている。
なお 2008年度中途採用者数が 13人、2009年 4
月入社予定の新卒採用者数（学歴計）が 55人と
いうことから採用形態は新卒採用が主流であり、
今後 3年間の採用方針も新卒採用が中心である。
　つぎに募集から内定までのプロセス（2009年
4月採用者の場合）をみると、最初の応募 12500
人（1-2月）→エントリーシート読み込み選別（3
月）、足切りで 2000人に→ SPI など適性検査で
500人に→直接面接（4月以降 5月上旬：グルー
プ討論で 250人に→個人面接 120人→内定 60人）
となっている。
②採用計画策定のプロセス
　採用計画の策定は、採用時の実績よりも従業員
の年齢構成や定年退職者等の退職予定による欠員
数を考慮しつつなされる。人事部と総務部による
担当マネージャーへの「○年後の事業予測や業績」
などを考慮することもあるが、年齢構成の平準化
をより意識する傾向にある。いわゆる氷河期には
5年間採用を停止したことがあったが、その世代
が活躍する年齢層になった時に人材がいない、と
いう反省を踏まえてのことだという 4）。
表 2　類型に典型的な事例企業の考察
事例 採用プロセスの主導権 採用後の人事部の関与
事例 1＜人事主導型＞ 人事部が主導 人事部が OJT トレーナーをつけて
フォロー
事例 12＜中間型＞ 決済レベルが事業部長から人材部長
へシフト
人事の関与＋本人主導型キャリア形成の
しくみ
事例 14＜ライン主導型＞ ラインが起案し決定 原則人事部による内部調整等は行なわない。
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③初期キャリアのパス
　事例 1での大卒新卒採用はすべて総合職採用で
あり、入社後は本社や各地にある事業所間を転勤
しながらキャリアを積んでいく。そのプロセスだ
が、入社式後に 1か月～ 2か月の集合研修（新入
社員研修）を行ない、研修後5月に配属先が決まる。
「現場は新入社員の早期配置を求める」ので 6月
末の研修後に各地の配属先事業所に配属される。
　初期キャリアの節目にフォローを行なっている
が、OJT トレーナーと呼ばれる先輩社員（5年く
らい上の部の先輩が多い）がついて公私にわたっ
てマンツーマンで面倒をみることになっている。
「OJT も上司によるバラツキがある」ので、なる
べく標準化し、事業所間での育ち方を平準化し、
「公平に育つように」することがこの OJT トレー
ナー制度導入の背景にあったという。そのためこ
のトレーナーのための研修も用意されており指導
スキル、コミュニケーション能力向上や、年間計
画の作成を促している。
　このしくみからは「定着率を高めながら、長い
目で新人を育成する」、そのためにも人事部が育
成に関与するというこの会社の方針がみてとれ
る。
（2）事例 12＜中途採用から新卒採用へシフ
トする＞事例として
①採用形態と採用の実績
　事例 12の 2009年 2月時点での正社員数は
2670人（非正規社員は 540人）である。2008年
度予定の中途採用は 140人。2009年 4月入社予
定の新卒者は 130人、大卒以上者 5）は 2008年事
務系 90人（男性 40人；女性 50人）、2009年は
130人（男性 60人；女性 70人）だったが、2010
年には 90人へと減少した。
　従来までは、新卒者とほぼ同数の中途採用を行
なってきたが、昨年から「すぐに養成できない
もの、新しい事業分野で早い立ち上げが必要なも
の以外」は新卒中心でという方針とした。すぐに
養成できない分野とは編集職とかマーケティング
職などであるが、こうした分野の経験者はあまり
いない。とくに同社の場合、教科の編集や漫画の
DM などの企業特殊性を持つことから、新卒採用
自社養成を原則とした 6）。
②採用計画策定のプロセス
　採用者数の策定に際しては、売上や利益といっ
た経営指標 7）、離職者比率、休職者比率、平均年
齢のバラツキ 8）、経営者のビジョンなどが加味さ
れる。
　採用計画策定に際しては、各事業部本部長レベ
ルでのヒアリングと同時並行的に、部門人事が情
報、経営者の将来のビジョンや退職率の推移等を
考慮する。それを本社人事部がまとめ、本部長会
議にかけて、採用計画を固めていく。これが通常
のプロセスだが、ここ数年は部門あたり生産性向
上が課題となってきている。将来の事業見通しを
楽観視せず、「本当に必要な人材だけを採用する」
方針から、「CHO の決済がないと認められない
ようになってきた」。つまり採用者数確定の決済
レベルが事業部門長レベルから人事部長や CHO
レベルに移ってくるなかで採用計画が人事部の
チェックが入るという形で厳格化してきたといえ
る。
③初期キャリアのパス
　募集から内定までのプロセスを人数ベースで
みると（2009年 4月採用者の場合）、プレエント
リー 45000人（1-2月）→エントリーシートの提
出を読み込み選別（3月）→ 12500人（最初の応
募でありいわば足切り）→試験などで適性検査
→ 1256人→直接面接（4月以降 5月上旬にかけて
マネージャーと人事面接 1256人→役員面接 403
人→内定 140人）となっている。
　大卒総合職は、入社 3年～ 8年目までに、営業、
編集、マーケティングのうち「2つ以上の職種を
変える。また何か強みのある領域をつくり、その
他にもう一つの職種へと広げる」ように促してい
る（「チャレンジ制度」）9）。例えば編集が強み領
域だとすると、もう一つマーケティングでも人を
巻き込む力を育成する。若い時期に複数経験して
強みを持つこと、それをベースにシニアレベルに
上がっていく。これが初期キャリアパスのイメー
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ジである。
　一方、こうした強みのある領域の育成のために
は、社員が自らやってみたいことを選べるしくみ
を用意する必要があるが、それが① A 制度（短
期の希望の申告する）であり、②キャリアビジョ
ンシート（2-3年後や中長期で何かやりたいこと
を申告する）とよばれるものだ。毎年作成し人事
部がそれをデータベース化し、管理している。③
さらに社内の事業に社員が応募できる社内公募制
もある。人事はこれらをチェックしつつ異動や転
勤に反映させる 10）。なお、定着対策もきめ細か
く行なわれている。①OJT担当者をつける。②「記
録」に気づいたことを書き込む。③定着率の悪い
部署には「斜めの関係」の担当をつけるように指
示する。④「相談デスク」を用意し、メンタル面、
残業、キャリア面などで相談できるようにする。
これらなどはその対策の主な内容である。
　人事部が社員の配置や異動、強みづくりなどに
関与しつつ、社員の側にも選択肢を与えて選べる
ようにする。事例 12からは人事部が主導して管
理する部分と社員が主導する部分をミックスした
初期キャリアのイメージが浮かび上がってくる。
（3）事例 14＜ライン主導型人事＝中途・即
戦力志向＞の事例として
①採用形態と採用の実績
　事例 14は、情報サービス系の外資系企業であ
る。2009年 2月時点での正社員数は 155人、非
正規社員は 163人。2008年度の正社員退職者は
8人である。
　正社員の採用の現状は、2008年度中途採用者
数が 25人（事務 2人、技術 23人）、2009年 4月
入社予定の新卒採用者数（学歴計）が 0人という
ことから採用形態は中途採用が主流であり、今後
3年間の採用方針も中途採用が中心である。
　このようにこの会社では、採用は中途のみで原
則新卒採用は実施していない。その理由は第 1に、
時間の制約である。即戦力として活用することを
想定しているので、育成している余裕がない。第
2に、予算の制約である。訓練期間のペイの負担
は欠員補充ニーズのあった部署の予算持ちという
ことで訓練期間のコストが重ければ、当該部署の
利益率達成をそれだけ困難にする。
　本部からは「今年度利益率○％達成」と指導が
来るが、新卒社員では訓練コストがかかり、その
分利益率を押し下げることになる。利益率向上を
求める現場マネージャーは（即戦力の）中途に依
存することになる。第 3に、新卒内定の時期は早
いが、市場環境は 1年先でさえ不確実でありリス
キーである。
　職種構成は①事務系・基幹職種（将来の幹部候
補）②事務系・専門職種、③事務系一般職種、④
事務系その他（臨時的なもの）、⑤技術系、⑥上
記以外（通訳などの非正規）であるが、正確にい
えば、職務（job）やポジション（さらには pay も）
に人が配置されているので、職務やポジションの
数だけ職種があることになっている。例えば人事
セクションには採用・教育担当が 1人、給与・福
利厚生担当が 1人といった具合である。事務系で
はほぼすべてが基幹業務といってよい。単純業務
を行なう一般職もいるが 1割程度で、あとは非正
規社員で対応している。
②採用計画策定のプロセス――ライン主導型の採用
　つぎは採用計画の決まり方であるが、職務やポ
ストに人が張り付くという原則からも知られるよ
うに、採用計画の決まり方は、①事務系は「人が
辞めて空席が生じたらその欠員を埋める欠員補充
が原則」であり、②技術系の場合は、「こんなビ
ジネスがとれそうだとなると何人必要か 11）を計
算」する。その埋め方は正規○人、協力会社○人、
オフショア○人と人数をはじき、ラインマネー
ジャーが起案し、採用時の業績および将来の業績
見通しを考慮して決める。従業員の年齢構成の平
準化といった要素はほとんど考慮しない。いわば
完全なライン主導型採用管理である。
③定着率と人事部の役割との関係についての考察
　正社員の入社後 3年間の定着率は、事務系男
性が 5割以下（女性は 8割以上）、技術系は男性、
女性とも 7割程度である。事務系男性の定着率は
必ずしも高いとはいえない。
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　事例 14のこうした定着状況の背景には、すで
にみた職務とヒトとペイの結びつき方や採用管理
の際の人事部の役割（と権限）との間の関係があ
るように思われる。すなわち、職務に人が配置さ
れるのであり、採用は原則欠員補充として行なわ
れる。そしてその欠員はラインが主導で訓練コス
トのかからない中途採用者の中から補充される。
こうしたことが可能となる背景には、職種ごとの
賃金相場が外部コンサルタント会社によって形成
され、会社とヒトがそれをみて相場のマッティン
グがなされているという事情がある 12）。ここで
は人事部が主導権を持ち、採用を行ない、訓練し、
社内格付けにみあった賃金を支給し、時期をみて
昇進させるということは行なわれていない。
５　まとめと課題
　これまでの考察のうち重要なものをまとめると、
以下のようになる。
　第 1は、今回ヒアリングの対象となった企業に
は、設定した 2つの視点それぞれにつき、ある種
のタイプ分けが可能だという点である。すなわち、
1つ目の視点（短期と長期の視点）からは、企業
内の採用活動は短期を重視する財務機能と長期を
重視する人材育成機能に分かれていることが確認
された。
　また、もう一つの視点（ラインとスタッフの分
析焦点）からは、大まかに＜人事部の権限が強く
（その分ラインへの権限移譲を進めていない）、新
卒採用して定着をはかりながら長期育成する＞タ
イプ、＜採用はライン主導で行ない人事部があま
り関与しない＞タイプ、そして両者の中間のタイ
プという三つを導き出すことができる。
　第 2は、今回の不況下での採用行動の特徴とも
いえるが、採用計画策定に際しての重視事項とし
て、社内の年齢構成があげられている、という点
である。表 3は、（事例 10, 11, 13を除く）11社
のヒアリング調査シートから採用計画策定に際し
ての重視事項を整理したものである。
　この表 3からも明らかなように、大卒以上の新
卒採用決定に際しての考慮事項をみると、「従業
員の年齢構成の平準化」が最も多く、「定年退職
者等の退職予定による欠員数」がこれに続く。ま
た景気後退局面での新卒採用方針も「従業員の年
齢構成を考慮して一定数の募集・採用を行なう」
が最も多い。
　第 3に、こうした採用決定に際しての重視事項
と人事部の関与との間には一定の関係がみられる
という点に注目しておきたい。すなわち、「年齢
構成を考慮する」ことは部門レベルではなく全社
レベルのものであり、その全社レベルでの年齢構
成の適正化とは部門レベルの部分最適でなく、全
表 3　採用計画策定に際しての重視事項
大卒新卒採用決定に際しての考慮事項（MA） 事例企業（番号のみ）
１採用時の業績 事例 2, 3, 6, 7, 14
２将来の業績見通し 事例 2, 3, 4, 7, 8, 14
３従業員の年齢構成の平準化 事例 1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8, 12
４定年退職者等の退職予定による欠員数 事例 1, 2, 3, 4, 7, 8, 9, 12
５その他
景気後退局面での新卒採用方針（１つ） 事例企業（番号のみ）
１業績に応じて募集・採用を削減 事例 4, 14
２従業員の年齢構成を考慮して一定数の募集・採用を行なう 事例 1, 3, 5, 6, 7, 8, 9, 12
３良い人材を獲得するチャンスであり、積極的な募集・採用活動を行なう 事例 2
４その他
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社レベルでの全体最適を司る部署＝本社人事機能
を担う部署の調整を必要としよう。すると、採用
プロセスでの人事部の関与が必要となる。翻って
事例をみると、事例 1のような人事部主導＝新卒
重視＝長期育成タイプの企業の大半は、採用決定
に際して年齢要素を重視している。他方で、事例
14のようなライン主導＝中途重視＝即戦力タイ
プでは、もっぱら「採用時の業績」や「将来の業
績見通し」を重視しており、年齢要素はほとんど
考慮されていない。
　もうひとつ、短期と長期の視点からみえてくる
のは、採用活動における財務機能と人材育成機能
の対立であり、細かい交渉を行なっている事実で
ある。短期・財務を重視するか、長期・人材育成
を重視するかには、各社に違いがあるが、一方的
に決めるのではなく、企業は協議の場を設けてい
た。
　最後に、今後の研究課題として、本稿で析出さ
れた二つの分析焦点の間の関係を分析する必要が
ある。ラインとスタッフがあり、スタッフの中に
短期と長期の視点がある場合、本稿の分析では、
スタッフを人事部に代表させているが、更なる分
析では、ラインの長期と短期、スタッフの長期と
短期というようにより複雑なモデル構築が必要に
なる。現時点の調査事例は、企業内意思決定をさ
らに細かく検討するのは難しい。本稿では、分析
焦点の提示に止め、統合的なモデル構築は今後の
課題としたい。
謝辞＞本調査は、2009年に執筆者 3名で進めら
れたものである。お忙しい中、調査にご協力い
ただいた企業の皆様にこの場を借りて感謝申し
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あった外川洋子教授が 2011年 3月にご逝去さ
れた。本調査は、研究目的としてだけでなく、
本学学生たちの就職活動の支援の一環として行
なわれた。リーマンショック以降、就職活動が
厳しくなる中、採用活動の変化を把握すること
が必要であると、我々は判断し、動いた。学生
思いの外川教授も専門の流通業界へのネット
ワークを駆使し調査を行なわれた。この論文を
外川教授の霊前に捧げたい。
	 	 注
1） 本研究は、日本労務学会第 40 回全国大会（2010
年 7 月 30 日神戸大学）での報告要旨をベース
に新たなに視点を付け加えて、加筆・修正した
ものである。
2） 採用計画策定プロセスには人事部、ライン管理
者、経営管理（企画）、財務部など（呼称は多
様だが）各主体が関与し、それぞれの意向が配
慮される。この過程を人事部が主導するのか、
それともラインが主導するのか、さらには経営
管理（企画）、財務部等が主導するのか、によっ
て採用後の配置、定着、異動、育成といった初
期キャリアのありようが変わるのではないか、
というのが本稿の仮説であり、この事例研究は
その検証素材及び今後の課題整理としての性格
を有している。
3） 不況下で新卒を重視する傾向は、この間叫ばれ
た「労働市場の流動化」（→仕事とヒトのマッ
ティングを高める！）論を思い起こすなら、あ
らためて「なぜ、今新卒なのか？」という問い
かけが生じてこよう。ちなみに永野（2007）は、
新卒は「どんな色にも染まる白い布」との仮説
を提起している。
4） 現在の年齢構成は 50 歳代前半層が少なく（50
歳以上比率が 10 ～ 30％）、35 歳未満が 30 ～
50％と 30 歳代がやや多い。「採用せずにこの
まま推移すると 10 年後の年齢構成は歪むので、
それを回避したい」という。
5） 文科系の大学院卒が約 1 割程度。
6） かつて 90 年代には、中途採用を多くした時期
があったが、同社のカラーに馴染まず、育成し
づらい面があったこと、またヒトと仕事のマッ
ティングが新卒よりも難しいという面もあった
ことが新卒重視への背景にあったという。
7） この業界は景気の影響をあまり受けない。少子
化になっても子供への教育投資は減らない。ま
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不況下における企業の採用・雇用管理
た介護施設ニーズも伸びているから、という。
8） ちなみに現在の年齢構成は 30 歳代が多く、50
歳代が少ない。平均年齢は 31 歳。つまり 10 年
後には 40 歳代が多く、30 歳代が少なくなるの
で、その薄くなる年齢層を新卒で補強しようと
いう意図がある。
9） 事例 12 の賃金制度は職務・役割等級制度であ
り、「各自のこれまでの実績やパフォーマンス
をもとに、これくらいの仕事を任せられるだろ
う」という形で認定される。ここでいうシニア
の等級は、仕事の基本を習得し、安定的な業務
遂行（成果と実力が問われる）が期待される等
級を指す。このグレード制度でいう、シニアグ
レードになるときに「強みのある領域を作ろう」
というメッセージをおくっている。
10） 事業所も全国にあるほか、海外派遣もある。
11） IT サポートだと IT ネットワークでのお客様対
応○人とか、開発業務だとプロマネ○人、ビジ
ネスコンサル○人、SE は○人という具合にす
べて職務（job）ごとの人数が計算される。
12） たとえば、H 社や M 社などのコンサルタント
会社の賃金のサーベイデータで、職種ごと経験
年数ごとのレンジと市場相場を把握する。もし
同社の募集人材の市場価値が当社の想定価格よ
りも高い場合、プロジェクトマネージャーの予
算内でその人物の採否を決める裁量があるとい
う。
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Recruitment and Employment Management during the 
Great Recession
　This study uses interview data to analyze 
recruitment and employment management 
in Japanese companies during the global 
recession triggered by the Lehman collapse. 
We conceptualized and analyzed two focus 
areas. The ﬁrst area involved comparing short 
term and long term practices. We conﬁrmed 
that recruitment was inﬂuenced by the ﬁnance 
function, considering the short term, and the 
training function, considering the long term. 
The second area is the relationship between 
line managers and staﬀ; the following three 
company types were identiﬁed. The ﬁrst 
comprises companies in which human resource 
managers have more recruitment power than 
line managers do ─ these companies recruit 
new college graduates and train employees 
for the long term. The second type comprises 
companies in which line managers have more 
recruitment power than human resource 
managers. Finally, the third type comprises 
companies that lie between the previous two 
types.
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